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研究成果の概要（和文）：本研究では、都市の防災対策と事後的な災害復旧制度の現状を整理し、それらの組み
合わせの効率性を動学的な観点から理論的に検証した。
　災害の危険性が十分人々に認識されているにもかかわらず、便利さのために、危険な地域に住居を構える傾向
がある。それに対して、地方自治体が防災対策として、過大なインフラ投資を実施する。このメカニズムを、都
市経済学のモデルを用いて明らかにした。災害時に危険な地域に住む被害者を救済することが政治的に要請され
るが、これは必ずしも合理的とは言えない。本来ならば、危険な地域への居住を制限することによって、被害を
減少させ、不必要な防災投資も抑制することができる点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We consider the locational decisions of residents in a small, open linear 
city at risk for natural disasters and analyzes the relationship between public investment in 
disaster prevention and compensation by the government. Remarkably, the ex post optimal compensation
 policy, a type of fully covered compensation, causes time-inconsistency  problems. That is, such ex
 post policy makes the residential area more vulnerable to natural disasters in ex ante. As a 
result, the ex post compensation policy requires excess preventive investment, unless it is financed
 from outside the community. External financing does not improve this problem rather may exacerbate 
these problems. Basing on this theoretical findings, we argue socially optimal disaster policy to 
resolve these problems.

研究分野：法と経済学
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１． 研究開始当初の背景 
東日本大震災以降、首都圏では直下型地震の
リスク、東海・東南海地域では地震・津波に
よる災害リスクが顕在化している。こうした
災害が生じたときに、迅速に被災者を救済し、
都市を復興させるために、どのような手段が
あるのだろうか。東日本大震災では、深刻な
人的物的被害を出した。津波によって多くの
人々の生命と住宅が失われた。ひとたび大都
市で直下型の地震が起これば、数多くの住宅
が焼失・倒壊し、津波が生じれば多くの人々
が住宅を失うことになる。 
こうした背景において、事前の防災対策と
事後の救済・復興政策の関係は重要である。
大震災に対する効率的な対策は、事前と事後
に関する時間整合性(time consistency)条件
を満たされなければならない。しかし、震災
対策がこの条件を満たすべき点は、これまで
ほとんど認知もされておらず、議論されても
来なかった。 
 
２． 研究の目的 
本研究の第一の目的は、事前の都市防災対策
と事後的な災害復旧制度の現状を整理した
うえで、それらが動学的な観点から効率性条
件を満たしているかどうかについて、批判的
に検証することにある。 
第二に、こうした対策では、政治的な理由
から、事前のための予算が過少になるのに対
して、事後の対策予算や努力が過大になって
いる可能性が高いことを、検証したい。 
第三に、時間整合性の観点から、開発規制
は、事前の対策としても事後の対策としても
有効であるが、合理的な補償手段が存在しな
いために、政治的な理由から導入されてこな
かった。補償手段として開発権制度等の利用
可能性について検討する。 
 
３． 研究の方法 
①被災地への居住が財政移転を受ける条件
となっている事後対策が、居住者の事前の危
険回避行動に及ぼす影響を分析する理論モ
デルの構築 
②居住者の時間非整合的な行動に関する実
証分析 
③バウチャーなどの人口移転を前提とする
事後対策の効率性の検証 
④危険地域の開発制限や居住制限がどの程
度効率性を改善するかについての実証研究 
 
４． 研究成果 
災害の危険性が十分人々に認識されてい
るにもかかわらず、多くの人々が便利さのた
めに、危険な地域に住居を構え、それに対し
て、地方自治体が防災対策として、過大なイ
ンフラ投資を実施するメカニズムを、都市経
済学のモデルを用いて明らかにした。 
災害時に危険な地域に住む被害者を救済
することが政治的に要請されるが、これは明
らかに時間整合的とは言えない。本来ならば、

危険な地域への居住を抑制することによっ
て、被害を減少させ、不必要な防災投資も抑
制することができる。こうした原因が事後的
な救済制度にあることを明らかにした。 
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